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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エミッターと基準電極との間でコロナ放電中に両極イオンを生成することによって、電
荷中和するための方法において、
　持続時間の短い鋭いマイクロパルスを生成し、
　各マイクロパルスが正電圧部分と負電圧部分とを含み、
　前記マイクロパルスが、正電圧および負電圧の大きさおよび振幅に関して非対称であり
、
　少なくとも１つの極の電圧の大きさがコロナしきい値を超えており、
　パルス列が複数の波を含んでおり、各波は、初期の低い振幅ピークと、逆極性の第２の
高い振幅ピークと、最後の低い振幅ピークとを含み、
　前記パルスは、電荷中和対象物の移動速度及び電荷中和対象物とエミッタの距離によっ
て、パルス数、持続時間、繰り返し数および振幅を可変にした両極性パルス列をなしてい
るようにした方法。
【請求項２】
　前記マイクロパルスの持続時間は数ナノ秒の範囲であり、印加される電力が、コロナ放
電によって正のイオンおよび負のイオンを生成するのに十分であるようにした請求項１に
記載の方法。
【請求項３】
　前記マイクロパルスは、前記エミッターの先端またはワイヤ電極上への粒子の蓄積を低
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減し、イオナイザからのコロナ放電粒子放出に関連付けられる汚染を最小化し、かつ、オ
ゾンおよび酸化窒素の生成を最小化しながら、コロナ放電によって正負のイオンが生成さ
れるのに十分な電力が前記エミッタに印加されるように０．１％未満の低デューティ比で
パルス列をなしている請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　先端間のイオン密度変動の影響を低減し、かつ前記エミッターの長さに沿ってイオンバ
ランスを均等に分布させることができるようにするために、線形ワイヤまたは一群の線形
エミッターに同時に電圧を印加することを更に含む請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　パルスのパラメータまたはパルス列のパラメータを制御、調節することを更に含む請求
項１に記載の方法。
【請求項６】
　逆極性の電圧を生成し、それにより、放射される電界を低減するデュアルイオンエミッ
ターを使用することを更に含む請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　エミッターと基準電極との間のコロナ放電中に双極性イオンを生成する装置において、
　持続時間の短い鋭いマイクロパルスを生成するパルス駆動回路を具備し、
　各マイクロパルスが正電圧部分と負電圧部分とを含み、
　前記マイクロパルスが、正電圧および負電圧の大きさおよび振幅に関して非対称であり
、
　少なくとも１つの極の電圧の大きさがコロナしきい値を超えるようにし、
　パルス列が複数の波を含んでおり、各波は、初期の低い振幅ピークと、逆極性の第２の
高い振幅ピークと、最後の低い振幅ピークとを含み、
　前記パルス駆動回路が、電荷中和対象物の移動速度及び電荷中和対象物とエミッタの距
離によって、パルス数、持続時間、繰り返し数および振幅を可変にした両極性パルスを生
成するようにした装置。
【請求項８】
　前記マイクロパルスの持続時間は数ナノ秒の範囲であり、印加される電力が、コロナ放
電によって正のイオンおよび負のイオンを生成するのに十分であるようにした請求項７に
記載の装置。
【請求項９】
　前記マイクロパルスは、前記エミッターの先端またはワイヤ電極上への粒子の蓄積を低
減し、イオナイザからのコロナ放電粒子放出に関連付けられる汚染を最小化し、かつ、オ
ゾンおよび酸化窒素の生成を最小化しながら、コロナ放電によって正負のイオンが生成さ
れるのに十分な電力が前記エミッタに印加されるように０．１％未満の低デューティ比で
パルス列をなしている請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記パルスは、通常の約５００００ヘルツ～７００００ヘルツに代えて、約２５０ヘル
ツのような非常に遅い繰り返し数においてイオン化しきい値より少なくとも約１０００Ｖ
高い強いイオン化パルスを含み、それにより、オゾンを少なく抑えながらイオンを生成す
る請求項７に記載の装置。
【請求項１１】
　前記パルス駆動回路は、先端間のイオン密度変動の影響を低減し、かつ前記エミッター
の長さに沿ってイオンバランスを均等に分布させることができるようにするために、線形
ワイヤまたは一群の線形エミッターに同時に電圧を印加する請求項７に記載の装置。
【請求項１２】
　パルスのパラメータまたはパルス列のパラメータを制御、調節するためにマイクロコン
トローラを更に具備する請求項７に記載の装置。
【請求項１３】
　前記エミッターは、逆極性の電圧を生成し、それにより、放射される電界を低減するデ
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ュアルイオンエミッターを更に具備する請求項７に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、正負両方の静電荷中和のためのＡＣコロナイオナイザーに関する。より詳細
には、本発明は、オゾン、酸化窒素等の副生成物の放出が相対的に少なく、イオンエミッ
ターの汚染速度を遅くするＡＣコロナイオナイザーに関する。
【０００２】
　　［関連出願の相互参照］
　本願は2011年8月15日出願の米国特許出願第13/210,267号の一部継続出願である。米国
特許出願第13/210,267号は、米国特許第8,009,405号として発行された2008年3月16日出願
の米国特許出願第12/049,350号の継続出願である。米国特許出願第12/049,350号は2007年
3月17日出願の米国仮特許出願第60/918,512号の優先権を主張する。
【０００３】
　また、本願は2012年1月6日出願の米国仮特許出願第61/584,173号の優先権も主張する。
　また、本願は2011年2月8日出願の米国特許出願第13/023,397号の一部継続出願である。
【０００４】
　米国特許出願第13/210,267号、同第12/049,350号、米国仮特許出願第60/918,512号、同
第61/584,173号および米国特許出願第13/023,397号は引用することにより本明細書の一部
をなす。
【背景技術】
【０００５】
　ＡＣコロナイオナイザーは、帯電した物体の静電荷を中和するために一般に用いられる
。ＡＣコロナイオナイザーが、例えば、相対的に簡単な設計、高い信頼性および低いコス
トという特徴を含むことが当該技術分野において既知である。これらの特徴は、細いワイ
ヤ（複数の場合もある）からなる線または尖端電極からなる線として構成される単一のイ
オンエミッターを用いるＡＣイオナイザーの場合に特に当てはまる。しかしながら、これ
らのイオナイザーは、オゾン放出量が相対的に多く、周囲空気から漂積物を蓄積すること
より電極の汚染速度が速い傾向がある。電極の汚染はイオン化効率を下げ、イオンバラン
スに影響を及ぼす場合がある。
【０００６】
　したがって、エミッターの汚染速度が遅く、オゾン放出量が相対的に少なく、かつ／ま
たは、それらを併せ持つ、静電荷を中和するための解決策が必要とされている。
【発明の概要】
【０００７】
　本発明の実施形態は、種々の物体上の静電荷を低減するために正負両方のイオンを生成
する空気／ガスイオン化装置および方法を提供する。本発明の複数の実施形態が以下の取
り得る利点のうちの１または複数を達成することができる。
【０００８】
　（１）オゾンおよび他のコロナ副生成物の放出物（複数の場合もある）を制限しながら
、十分なレベルのプラスイオン流およびマイナスイオン流を与えること；
　（２）エミッター先端またはワイヤ電極上への粒子の蓄積を低減し、イオン化バーから
のコロナ放電粒子放出に関連付けられる汚染を最小化すること；
　（３）イオン流バランスを概ね０付近に自動的に保持すること、および／または
　（４）低コストの電源および維持管理しやすいイオン生成システムの設計を提供するこ
と。
【０００９】
　本発明の１つの特定の実施形態では、電力が非常に低く、イオン化効率が高くなるよう
に、先端またはワイヤ電極に印加される高い電圧が設計される。これは、非常に強いマイ
クロ秒幅のパルスを非常に低い繰り返し数において用いることによって成し遂げられる。
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フライバックタイプ発生器が、そのような波を共振回路において自然に生成する。各波は
少なくとも３つの電圧ピーク：初期の低い振幅ピーク、逆極性の第２の高い振幅ピークお
よび最後の低い振幅ピーク（波）を有する。通常、高レベルの波のみがイオン化のために
用いられる。第１の波および第３の波は、後に説明されるように、適切に減衰させること
によって、振幅を大きく低減することができる。そのような低い電力を使用することによ
り、オゾンの発生、コロナ副生成物の生成、粒子の蓄積および脱落（shedding）、並びに
エミッターの摩耗を低減する。
【００１０】
　本発明の更に別の実施形態では、イオン化方法は、印加される電力が、コロナ放電によ
って正のイオンおよび負のイオンを生成するのに十分（または満足）であるが、オゾンお
よび酸化窒素を生成し、エミッターを腐食し、かつ／または、周囲空間から粒子を引き寄
せるには不十分（または不満足）であるように、比較的短いパルス持続時間を提供するこ
とを含む。
【００１１】
　本発明の更に別の実施形態では、イオン化方法は、先端間の通常のイオン密度変動の影
響を低減し、かつイオンエミッター構造の長さに沿ってイオンバランスを均等に分布させ
ることができるようにするために、線形ワイヤまたは一群の線形エミッターに同時に電圧
を印加することをオプションで含むことができる。本発明の別の実施形態では、このオプ
ションの方法は除外することができる。
【００１２】
　別の実施形態では、エミッターと基準電極とを分離する空間内でイオンを生成するため
の方法であって、エミッターから対象物の距離に応じて変更可能な数の小さな鋭いパルス
および変更可能な繰り返し数のパルスを生成することを含む方法。
【００１３】
　本発明の更に別の実施形態では、エミッターと基準電極とを分離する空間内でイオンを
生成するための装置および方法が、エミッターに少なくとも１つのパルス列を与えること
を含み、そのパルス列は、順次に入れ替わる正のパルス列および負のパルス列を含み、正
のパルス列は正相中の第１の複数のイオン化正電圧パルスと、正相後に生じるイオン化周
波数相中の第２の複数のイオン化正電圧パルスとを含み、負のパルス列は、イオン化周波
数相中の第１の複数のイオン化負電圧パルスと、イオン化周波数相後に生じる負相中の第
２の複数のイオン化負電圧パルスとを含み、第１の複数のイオン化正電圧パルスはそれぞ
れ、第２の複数のイオン化正電圧パルスのそれぞれの大きさよりも大きく、第１の複数の
イオン化負電圧波形はそれぞれ、第２の複数のイオン化負電圧パルスのそれぞれの大きさ
よりも大きい。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態による、正および負のイオン化パルスおよびパルス列の電圧
波形を示す図である。
【図２】本発明の一実施形態による、リアルタイムドメインにおける列の正および負のイ
オン化パルスの電圧波形のスコープスクリーンショットを示す図である。
【図３Ａ】１ワイヤタイプのエミッター電極を備えるイオン化バーの場合の本発明の１つ
のアナログ／論理ベース実施形態の回路図である。
【図３Ｂ】図３Ａの種々の構成要素の種々の入力への波形図である。
【図４Ａ】本発明のマイクロプロセッサに基づく実施形態のブロック図である。
【図４Ｂ】本発明のマイクロプロセッサに基づく実施形態のブロック図である。
【図５Ａ】本発明の一実施形態による、異なる電荷中和条件の場合に高電圧波形（パルス
列）を最適化する３つの異なるモードのうちの１つのマルチパルスを示す図である。
【図５Ｂ】本発明の一実施形態による、異なる電荷中和条件の場合に高電圧波形（パルス
列）を最適化する３つの異なるモードのうちの１つのマルチパルスを示す図である。
【図５Ｃ】本発明の一実施形態による、異なる電荷中和条件の場合に高電圧波形（パルス
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列）を最適化する３つの異なるモードのうちの１つのマルチパルスを示す図である。
【図５Ｄ】本発明の一実施形態による、図４Ａ、４Ｂのコントローラによって実行される
ソフトウェアによって実行される方法の流れ図である。
【図５Ｅ】本発明の一実施形態による、マルチパルス設定可能パラメーターおよび対応す
る定義と、例示的なパラメーター範囲値とを示す表である。
【図５Ｆ】本発明の一実施形態による、図５Ａ、図５Ｂ、５Ｃとは異なる設定に基づく３
つの異なるモードのうちの１つのマルチパルスを示す図である。
【図５Ｇ】本発明の一実施形態による、図５Ａ、図５Ｂ、５Ｃとは異なる設定に基づく３
つの異なるモードのうちの１つのマルチパルスを示す図である。
【図５Ｈ】本発明の一実施形態による、図５Ａ、図５Ｂ、５Ｃとは異なる設定に基づく３
つの異なるモードのうちの１つのマルチパルスを示す図である。
【図６】２つの（ワイヤタイプまたは先端タイプ）エミッター電極を備える二相イオン化
バーとしての本発明の別の実施形態の回路図である。
【図７】本発明の一実施形態による、線形バーの場合の自己バランスイオン化構造の変形
形態を示す。
【図８】本発明の一実施形態による、ワイヤエミッターおよび空気支援イオン送達システ
ムを備える線形バーの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下の詳細な説明では、説明の目的上、本発明の種々の実施形態を完全に理解してもら
うために、数多くの具体的な細部が記述される。本発明のこれらの種々の実施形態が例示
にすぎないこと、および制限することは決して意図していないことを当業者は理解されよ
う。本明細書における開示の利益を得た当業者には、本発明の他の実施形態が容易に思い
浮かぶであろう。
【００１６】
　本発明の一実施形態は、イオン化バー、ブロワまたはインラインイオン化デバイスとし
て構成される数多くのタイプの空気－ガスイオナイザーに適用することができる。
【００１７】
　当該技術分野においてパルスモードイオナイザーが既知である。例えば、特開2008-124
035号、米国特許出願公開第20060151465号および同第20090116828号がＡＣイオン化バー
を記述している。米国特許第8,009,405号は、正のパルスおよび負のパルスのバーストを
定期的に発生させる高電圧電源を備えるイオン化ブロワの設計を開示している。
【００１８】
　これらの電源は、プラスおよびマイナスＤＣ高電圧源と、イオン放出構造に接続される
加算ブロックとを含む。各高電圧源のスイッチを独立してオンおよびオフすることによっ
て、低周波パルス（約０．１Ｈｚ～１００Ｈｚの範囲）が生成される。しかしながら、こ
れらのＡＣパルスイオン化システムは複雑であり、効率が低く、イオン放出構造上に粒子
が蓄積する傾向がある。
【００１９】
　本発明の一実施形態の主な特徴のうちの１つは、極めて非対称（正または負の電圧の大
きさに関して）の短い持続時間の両極イオン化パルスを使用することである。正および負
のパルスの列（すなわち、パルス群）が線形エミッターまたは一群のエミッターに適用さ
れる。
【００２０】
　短い持続時間のパルス（非対称の波形をなす）は高電圧勾配を生成し、その電圧勾配は
エミッターにおけるイオン再結合を低減し、それによりエミッターイオン化効率を高める
ので、高濃度のプラスイオンおよびマイナスイオンを生成するのに相対的にまたは極めて
消費電力が低い方法を使用できるようになる。
【００２１】
　本発明の一実施形態では、パルス持続時間ごとに可変のパルス数、列パルス持続時間、
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および電圧振幅を有するパルスの列によって、正および負のイオン雲が定期的に生成され
る。電圧波形の数は、低電圧パルス発生器によって制御される一次巻線と、バーのイオン
エミッターおよび基準電極を含む共振回路を形成する二次巻線とを備える小型高電圧変圧
器によって生成することができる。
【００２２】
　図１は、本発明の一実施形態による、正および負のイオン化パルスおよびパルス列の電
圧波形を示す図である。低電圧パルス１０５ａ、１０５ｂ（高電圧変圧器の入力を制御す
る）が、図１の上部に示される。各イオン化パルス、例えば、正のパルスが、３つの異な
る電圧波成分からなる系列を含むことができる。出力パルスは、コロナ放電しきい値（図
１の下部の波形１１０を参照）より低い振幅を有する負の電圧波で開始する。この周期の
持続時間は、数マイクロ秒または数ナノ秒の範囲にある。
【００２３】
　図１に示されるように、パルス列１０５は、正のパルス列１０５ａおよび負のパルス列
１０５ｂを含むように配列され、列１０５ａ、１０５ｂは順次に入れ替わる。パルス列１
０５は、エミッターに与えられる。図１は、パルス列１０５から生じる有効エミッター信
号１１０も示す。
【００２４】
　正のパルス列１０５ａは以下のバルス：期間１１５（正相１１５）中のTupulse_repの
周期と、Ｔｐのパルス幅とを有する複数のイオン化正電圧パルス１０６と、正相１１５後
に生じる期間１２０（イオン化周波数相１２０）中のTupulse_repの周期と、Ｔｏ（ただ
し、Ｔｏ＜Ｔｐ）のパルス幅とを有する複数のイオン化正電圧パルス１０７と、イオン化
周波数相１２０後に生じる期間１２５（負相１２５）中のゼロ値とを含む。
【００２５】
　負のパルス列１０５ｂは以下のパルス：期間１１５（正相１１５）中のゼロ値と、イオ
ン化周波数相１２０中のTupulse_repの周期およびＴｏ（ただし、Ｔｏ＜Ｔｐ）のパルス
幅を有する複数のイオン化負電圧パルス１０８であって、パルス１０７、１０８は互いに
オフセットされ、同時には生成されない、複数のイオン化負電圧パルス１０８と、期間１
２５（負相１２５）中のTupulse_repの周期およびＴｎのパルス幅とを有する複数のイオ
ン化負電圧パルス１０９であって、ＴｐおよびＴｎは時間の長さが同じである場合も、異
なる場合もある、複数のイオン化負電圧パルス１０９とを含む。
【００２６】
　これらのイオン化正電圧パルスおよびイオン化負電圧パルスは、イオナイザーのエミッ
ターおよび基準電極にわたって電圧勾配を生成し、コロナ放電によって、正のイオンおよ
び負のイオンを含むイオン雲を生成する。後に更に論じられるように、イオン化周波数相
１２０中の正のイオン化電圧パルス１０７および負のイオン化電圧パルス１０８の結果と
して、有効エミッター信号１１０が小さな大きさの交流パルス１３０を有するようになる
。
【００２７】
　期間１１５の場合に示されるように、波形１１０は、所与のイオン放出構造のための正
のコロナしきい値より高い振幅を有する高い正の電圧波を含む。その期間に、イオンエミ
ッターは、イオンエミッターと非イオン化（または基準）電極との間の間隙において正の
イオンを生成する。イオンエミッターと非イオン化電極との間のこの間隙は、例えば、上
記で引用された米国特許出願第13/210,267号の図６に示される。正のイオン雲はイオンエ
ミッターから静電的に反発し、基準電極に移動する（大抵の場合に吹き飛ばされる）。
【００２８】
　期間１２５中に、コロナ放電のために必要とされる振幅よりも著しく低い振幅を有する
負の電圧が生じる。この電圧は、正のイオンの移動を減速し、基準電極へのイオン損失を
減少させる静電界を生成する。負の電圧の振幅は、HVPS（高電圧電源）回路内の減衰機構
によって調整することができる。
【００２９】
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　正のイオン化パルスには、高振幅の負のパルス（図１にも示される）が後続し、そのパ
ルスは、上記で論じられたのと同じようにして、短い期間中に負のイオン雲を生成する。
イオン化パルスの繰り返し数は毎秒1000パルス～数千パルスの範囲にすることができる。
【００３０】
　有効エミッター信号１１０はイオン化パルス１４２、１４４を含み、パルス１４２、１
４４には、それより小さな負および正の振動１４６が後続する場合がある。負および正の
振動１４６は信号１１０を生成するために用いられる電源の回路共振に起因しており、本
発明を制限することは決して意図してない。振動１４６は、例えば、米国特許出願第13/0
23,387号において開示されるような減衰回路を使用することによって、実質的に低減する
ことができるか、または完全に除去することができる。
【００３１】
　非イオン化パルス１４８、１５０は、イオン化パルス１４２、１４４の極性（正）と逆
の極性（負）を有する。
【００３２】
　図１は、一群の正および負のイオン化パルス１３０を同時に示す（期間１１５と１２５
の間の中央の期間１２０）。上側の破線１３５は、例えば、通常、約4.0kV～5.0kVの範囲
内にある正のコロナしきい値電圧を示し、下側の破線１４０は、例えば、約3.75kV～4.50
kVの範囲内にある負のコロナしきい値電圧を示す。負のコロナしきい値電圧を超えるパル
スが負のイオンを生成し、正のコロナしきい値電圧を超えるパルスが正のイオンを生成す
る。
【００３３】
　マイクロ秒範囲にある幾つかの短い高電圧のパルス１５１、１５２、１５３、１５４、
１５５を用いる静電荷中和のための解決策は、オゾンの発生を少なくし、エミッター表面
上に蓄積される汚染物質を少なくしながら、十分なイオン化をもたらすために見つけられ
た。
【００３４】
　パルス列が交互の正および負の電圧波形を与えるように配列され、各パルスが第１の非
イオン化電圧レベル、第２のイオン化電圧レベル、第３の非イオン化電圧レベルおよび回
路共振に起因するわずかな更なる振動を有する。アナログまたは論理タイプスイッチング
回路（図３を参照）が、交互の正および負のイオン化パルスの系列を与える。
【００３５】
　フェライトコア変圧器における高電圧のフライバック発生（フライバックタイプ発生器
によって発生する）の使用は、適度な巻数比を有し、正および負のイオン化パルスのため
に電圧乗算器回路を必要としない非常に小型の変圧器（例えば、約１”×１”×１”）を
使用することができる簡単で、効率的で、しかも安価なイオナイザー高電圧電源を提供す
る。コアの半分の間に小さな間隙を有し、電圧振動を適切に減衰させるフェライトコアを
使用することは、コアの磁気メモリ効果を低減し、それにより、一方または他方の極性の
パルスからなる複数のイオン化パルス系列を使用できるようにする。
【００３６】
　結果として、正および負のイオン化パルスの列（系列または群）は、約100mm～2000mm
またはそれ以上の範囲内の長さを有する少なくとも１つのエミッター電極の場合に十分な
両極性イオン化を提供する。
【００３７】
　１つの極性のパルスの数は、空気流および帯電した対象物までの距離によって決まる最
良の物体中和放電時間を得るために調整することができる。交互の極性のイオンの濃度は
、イオン化バーが約1000mmまで、またはそれ以上の距離において移動対象物を中和するの
に十分である。
【００３８】
　図２は、本発明の一実施形態による、リアルタイムドメインにおける例示的な列の正お
よび負のイオン化パルスの電圧波形のスコープスクリーンショットを示す図である。図２
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において見られるように、パルス列対１８は、順次に入れ替わる正のパルス列３０および
負のパルス列３２を含む。上側の破線４４は、正のコロナしきい値電圧（例えば、4.5kV
）を表し、下側の破線４６は、負のコロナしきい値電圧（例えば、-4.25kV）を表す。正
のコロナしきい値電圧レベル４４および負のコロナしきい値電圧レベル４６はリアルタイ
ムドメインにおいて示される。各正のパルス列３０は、コロナ放電によって正のイオンを
生成するための電圧しきい値を超える最大の正の電圧振幅を有するイオン化正電圧波形を
含むように配列される。同様に、負のパルス列３２は、コロナ放電によって負のイオンを
生成するための電圧しきい値を超える最大の負の電圧振幅を有するイオン化負電圧波形を
含むように配列される。このようにして、これらの正および負のそれぞれのイオン化電圧
波形は、エミッターと基準電極との間の空間にわたって電圧勾配を交互に生成し、コロナ
放電によって、正のイオンおよび負のイオンを含むイオン雲を生成する。
【００３９】
　パルス繰り返し数は、必要とされるイオン化電力レベルおよび移動対象物の速度に応じ
て調整することができる。このスクリーンショットは、高電圧電源「オン」と電源「オフ
」との実効的な比を約0.0015以下にできることを例示する。そのため、本発明の一実施形
態において開示されるイオン化方法によれば、コロナ放電は通常、イオン生成のために必
要な時間のわずかな部分のみ（約０．１％未満）にわたって存在し、オゾンを放出するの
にかかる時間、および粒子をイオンエミッターに引き寄せるのにかかる時間より短い。
【００４０】
　１ワイヤタイプイオン化システム（またはイオン化セル）による実験は、マイクロイオ
ン化パルスを用いる電圧波形が、概ね等しい電荷中和効率において、オゾンの放出を約３
分の１～５分の１に削減することを示した。例えば、ＡＣ高周波数電源によって電力を供
給される、米国特許出願公開第2008/0232021号において記述されるのに類似のイオナイザ
ーは、本発明の一実施形態による、同じイオナイザーの場合の約10ppb（parts-per-billi
on）～15ppbと比べて、約50ppb以上のオゾン濃度を生成する。
【００４１】
　図３ａは、１ワイヤタイプのエミッター電極３０５を備えるイオン化バーの場合の本発
明のアナログ／論理ベース３００の実施形態の回路図である。さらに、図３ｂは、図３ａ
における種々の構成要素の種々の入力への波形図を示す。ガス源３１０がガス流を供給す
るように配置され、電圧源Ｖ＋に電気的に結合される。パルス列１０５（図１に示される
ように、正のパルス列１０５ａおよび負のパルス列１０５ｂによって形成される）がエミ
ッター３０５によって受信される。
【００４２】
　電源３０６は、アナログ／論理ベース３００の一部とすることができるか、またはベー
ス３００内の構成要素に電力を供給する別の構成要素とすることができる。図面において
明確にするために、基準ノード（グラウンド等）は図３ａにおいて省略される。図３ａ内
の構成要素（例えば、抵抗器、インダクターおよびキャパシターのような受動素子）の値
は、本発明の実施形態を制限することを決して意図していない。
【００４３】
　アナログ／論理ベース３００の回路動作において、タイマーチップ（Ｕ３）３１５が、
デュアル遅延論理チップ（Ｕ１）３２０、加算器論理チップ（Ｕ２）３２５、トランジス
タ（Ｑ１）３３０および（Ｑ２）３３５、並びにスイッチング回路３４０によって形成さ
れるパルス駆動回路３１７（または電源３１７）に短いパルスを与える。トランジスタ３
３０、３３５は、例えば、MOSFETとすることができる。しかしながら、MOSFET（例えば、
ｎ－チャネルMOSFETまたは他のMOSFETタイプのトランジスタ）の使用は、本発明の実施形
態を制限することを決して意図していない。
【００４４】
　高電圧出力変圧器３４５からの高電圧パルスのタイミングは最初に、台形発振器（Ｕ１
）３２０によって生成されるクロック信号によって決まる。その発振周波数は、動作周波
数と呼ばれる、正のパルス発生から負のパルス発生への交互の切り替えを決定する。その
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周波数は、固定キャパシター（Ｃ１）３４６および調整可能抵抗器（Ｒ１）３４７によっ
て決定される。約０．２ヘルツ～６０ヘルツの周波数範囲が一般に用いられており、低い
周波数は或る距離にある対象物に対して用いられ、高い周波数ほど近い距離にある対象物
に対して用いられる。
【００４５】
　発振器（Ｕ１）３２０からの出力信号は遅延デバイス（Ｕ２）３２５に供給され、遅延
デバイスは、その周波数の半分の逆位相信号を生成する。その後、デバイス（Ｕ２）３２
５からの出力は、ＡＮＤゲート（Ｕ４）３４０に供給され、ＡＮＤゲートはトランジスタ
３３０、３３５（例えば、MOSFET駆動トランジスタ（Ｑ１）３３０および（Ｑ２）３３５
）において起こり得る起動を反転させるために用いられる。
【００４６】
　主起動パルスはタイマーデバイス（Ｕ３）３１５によって生成される。（タイマーデバ
イス３１５の）出力ピンからのフィードバック（信号３５１）が、そのトリガピン２およ
びしきい値ピン６にフィードバックされる。これにより、出力ピン３において、非常に短
い正のパルスを生成できるようになる。パルス幅は、固定キャパシター（Ｃ２）３５０お
よび調整可能抵抗器（Ｒ３）３５２によって制御される。パルス幅は、フライバック出力
ドライバー３１７の設計に依拠して、一般的に約２マイクロ秒～２４マイクロ秒に調整さ
れる。パルスの繰り返し数は、固定キャパシター（Ｃ２）３５０および可変抵抗器（Ｒ４
）３５４によって決定される。繰り返し数は、パルス周期の逆数に等しい。このパルス繰
返し数は、約２０ヘルツから1000ヘルツに及ぶことができ、それにより、高電圧発生器の
電力出力が決まり、通常は約２５０ヘルツである。
【００４７】
　ＡＮＤゲート（Ｕ４）３４０はフリップフロップ信号と、チップ（Ｕ３）３１５からの
マイクロ秒幅パルスとを混合し、それにより、ドライバートランジスタ（Ｑ１）３３０お
よび（Ｑ２）３３５のゲートに起動パルスを交互に印加する。
【００４８】
　（チップ（Ｕ１）３２０のコンパレーター３５６の）ピン７からの１つの出力位相を用
いて、チップ（Ｕ３）３１５内の発振を停止し、それにより、チップ（Ｕ３）３１５のピ
ン３からの出力パルスを中断する。この中断を用いて、正のイオン化と負のイオン化との
間のオフタイムを与えることができる。この中断は、場合によっては、長い対象物距離に
おけるイオン雲再結合を減少させるか、または単に電力出力を低減するために用いられる
。オフタイムまたはデッドタイムは、ピン１０、１３（それぞれ、チップ（Ｕ１）３２０
内のコンパレーター３５８、３５９）に印加されるバイアスによって調整される。
【００４９】
　マイクロパルスの形成は、以下の動作によって達成される。一例として、MOSFET（Ｑ２
）３３５のゲートへの短い正のパルス（マイクロ秒範囲）によって、高電圧変圧器３４５
の一次巻線コイル（２、３）３６０内に電流が流れ、それにより最初に、一次巻線コイル
３６０の両端に小さな負の電圧パルスを生成する。負の電圧パルスの終了時に、回路共振
に起因する小さな負および正の振動とともに、大きな正の電圧のフライバックパルスが生
成される。
【００５０】
　代替的には、MOSFET（Ｑ１）３３０のゲートへの短いパルスが大きな負のパルスを生成
する。これらのパルス電圧は、約５０～５００対１程度とすることができる大きな巻数比
を用いることによって、変圧器３４５の二次巻線３６２によって拡大され、位相反転され
る。このようにして、MOSFET（Ｑ２）３３５は、負の高電圧パルスを開始し、MOSFET（Ｑ
１）３３０は正の高電圧パルスを開始する。これらのパルスは、同じワイヤまたは尖端エ
ミッターによって正のイオンおよび負のイオンを生成する。
【００５１】
　正負両方の極性の場合のパルス電圧振幅は以下のパラメーターによって決定される。
　１．変圧器（Ｔ１）３４５の巻線比
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　２．変圧器一次コイル３６０のインダクタンス
　３．トランジスタ３３０、３３５のゲートに導入されるMOSFETゲートパルスの持続時間
　４．電解フィルターであるキャパシター３６４において見られるような入力ＤＣ電圧
　５．減衰回路抵抗器３６５（例えば、２オームの抵抗）、インダクター３６７（例えば
、２２μＨのインダクタンス）および一次コイル３６０にかかるシャント抵抗器（Ｒｐ）
３６８によって形成される一次減衰回路３６３
　６．直列に接続されるトランジスタ３３０、３３５（例えば、MOSFET（Ｑ１）３３０お
よび（Ｑ２）３３５）の抵抗
　７．イオン化アセンブリの容量性負荷（変圧器二次巻線３６２の出力において測定され
る）
【００５２】
　変圧器（Ｔ１）３４５からの高電圧出力パルスは、一次巻線３６０のインダクタンス、
および減衰回路３６３の二次および一次減衰構成要素上の容量性負荷によって設定される
波形を有する。変圧器中心タップ２と電力入力（Ｖｉｎ）との間に配置されるシャント抵
抗器（Ｒｓ）３６５およびインダクター（Ｌｓ）３６７は、変圧器３４５内の電流の急激
な立ち上がり時間を防ぎ、それにより、波形１１０（図１）の第１の部分（図１の部分１
１５）のピーク値を減少させる。波形１１０の第３の部分（図１）は、シャント抵抗器（
Ｒｓ）３６５によって低減される。これらの構成要素を選択的に、または注意深く調整す
る結果として、波形１１０の第２の部分１２０（図１）の高いピークレベルの要件を超え
る最大イオン化効率が得られる。
【００５３】
　再び図２を参照すると、生成されたパルスの高いスルーレートが見られる。一次コイル
３６０の場合、電圧立ち上がり速度は約270V/μsであり、立ち下がり速度は約1800V/μs
である。二次コイル３６２の場合、スルーレートは約35(±8)kV/μsまで上昇する場合が
ある。いかなる乗算器、整流器および加算ブロックも用いることなく、１つの小出力高電
圧変圧器３４５だけを用いて、駆動回路３１７によって非対称の正および負のパルスを絶
えず生成することができる。
【００５４】
　中和対象物の電荷密度および速度に応じて、パルス繰り返し数を調整できることにも留
意されたい。当該技術分野（複数の場合もある）の当業者に既知である信号伝送（例えば
、電流信号または電圧信号）に関する他の詳細は、本発明の実施形態に焦点を合わせるた
めに、更には論じられない。ＡＣコロナイオナイザーにおいて生じる種々の標準的な信号
伝送は、上記で引用された参考文献において更に詳述される。波形は、全ての構成要素の
抵抗、キャパシタンスおよびインダクタンス（それぞれＲ、Ｃ、Ｌ）の値によって定めら
れる。パルス高は、デバイス（Ｕ３）３１５に関連付けられる抵抗器（Ｒ３）３５２およ
びキャパシター（Ｃ２）３５０によって図３において設定されるパルス持続時間を変更す
ることによって調整することができる。
【００５５】
　図４ａ、４ｂは、本発明のマイクロプロセッサに基づく実施形態のブロック図である。
図４ａに示されるように、パルス駆動回路は、トランジスタ３３０のスイッチングを制御
するためのマイクロコントローラ４００（または他のプロセッサ若しくはコントローラ４
００）を含む。マイクロコントローラ４００は、ソフトウェアの制御下で、通常、約１９
マイクロ秒幅の、ソフトウェアによって調整された狭いパルスを生成し、１つのパルス列
４０２ａが正のイオン化パルスに割り当てられ、１つのパルス列４０２ｂは負のイオン化
パルスに割り当てられる。マイクロコントローラ４００から、パルスは、例えば、高電力
MOSFETとすることができるスイッチングトランジスタ３３０、３３５（図３ａ）を駆動す
るのに適した大きさにパルスを増幅する１組のパルスドライバー４０５（図４ｂ）に加え
られる。上記で論じられたように、これらのMOSFETは、その後、高電圧パルス変圧器３４
５を駆動する。
【００５６】
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　本発明の他の実施形態において除外することができるオプションとして、マイクロコン
トローラ４００は、スパーク検出器４１０および断線検出器４２５からそれぞれ信号４１
０、４１５を受信することもできる。図３ａ、４ａおよび／または本明細書における他の
図／図面において示される実施形態のいずれかにおいて、印加される電力が、コロナ放電
によって正のイオンおよび負のイオンを生成するのに十分であるが、オゾンおよび酸化窒
素を生成する、エミッターを腐食する、および周囲空気からの粒子を引き寄せるには不十
分であるように、パルス持続時間を短くすることができる。図３ａ、４ａおよび／または
本明細書における他の図／図面において示される実施形態のいずれかにおいて、そのイオ
ナイザーは、通常の約50000ヘルツ～70000ヘルツの代わりに、例えば、約２５０ヘルツ（
またはそれ未満）のような非常に遅い繰り返し数において、イオン化しきい値より少なく
とも約1000ボルト高い強い（または相対的に強い）イオン化パルスを与え、それにより、
オゾンを少なく抑えながらイオンを生成する。
【００５７】
　図５ａ、５ｂ、５ｃは、異なる電荷中和条件の場合に高電圧波形（パルス列）を最適化
する３つの異なるモードのマルチパルスを示し、図５ｄは、本発明の一実施形態による、
マイクロコントローラ４００によって実行されるソフトウェアによって実行される方法を
示す。モードＡ、ＢおよびＡ＋Ｂは、例えば、正の電荷および負の電荷に対する放電時間
、許容可能な電圧の揺れ（電界効果）、対象物までの距離のような、電荷中和要件によっ
て決まる。マイクロコントローラ４００は、本発明の実施形態を実施するアプリケーショ
ンによって要求されるようなイオン化パルスの３つのモード：モードＡ、モードＢおよび
モードＡ＋Ｂを与えることができるソフトウェアを実行する。
【００５８】
　モードＡ：図５ａに示されるように、モードＡは、正のパルスおよび負のパルスの組み
合わせの反復系列によって規定される。各正のパルス５０５（正のコロナしきい値５０６
ａを超える）の後に負のパルス５１０（負のコロナしきい値５０６ｂを超える）が続き、
その後、各負のパルス５１０の後に正のパルス５０５が続く。正のパルス列５１５ａおよ
び負のパルス列５１５ｂが示されており、正の電圧パルスおよび負の電圧パルスが交互に
生じる。このモードは通常、イオン化フィールド電圧を小さくする必要がある非常に近い
対象物距離（例えば、約200mm以下）において用いられる。
【００５９】
　モードＡでは、マイクロコントローラ４００によって実行されるソフトウェアによって
、正のマイクロパルス５０５および負のマイクロパルス５１０のパルス振幅５２９、マイ
クロパルス周期５２５並びにパルス幅５３０、５３５がそれぞれ調整可能である。正のマ
イクロパルス振幅および正のマイクロパルス持続時間は、ブロック５６３（図５ｄ）にお
いて、タイマー／カウンタによってロードパルスMP_P値により調整される。負のマイクロ
パルス振幅および負のマイクロパルス持続時間は、ブロック５６６（図５ｄ）においてロ
ードパルスMP_Nによって調整される。正のマイクロパルスおよび負のマイクロパルスのた
めの周期は、ブロック５５１（図５ｄ）において、ロード繰り返し周波数（Reprate）タ
イマー／カウンタによって繰り返し周波数値により調整される。
【００６０】
　モードＢ：図５ｂに示されるように、モードＢは、図示されるように、正のパルス５４
１の反復系列５４０の後に負のパルス５４３の反復系列５４２が続き、その後に正のパル
ス５４１の反復系列５４０が続き、それを繰り返すことによって規定される。正のパルス
系列５４０と負のパルス系列５４２との間に、小さな遅延５４４、すなわちオフタイムを
加えて、イオン再結合を低減することができる。オフタイムは、イオン化パルスが生成さ
れない時間である。このモードは通常、非常に遠い（500mm以上の）対象物距離において
用いられる。ブロック５５４（図５ｄ）にロードされるブロック５６８（図５ｄ）のMP_N
値の数を用いて、パルスが生成されないオフタイム遅延値５４４（図５ｂ）を設定する。
正のイオン化パルス幅は、ブロック５５６（図５ｄ）においてロードパルスタイマー／カ
ウンタによってＴpmax値により調整される。正のイオン化パルス周期は、ブロック５５１
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（図５ｄ）においてロード繰り返し周波数タイマー／カウンタによって繰り返し周波数値
により調整される。負のイオン化パルス幅は、ブロック５６０（図５ｄ）においてロード
パルスタイマー／カウンタによってＴnmax値により調整される。負のイオン化パルス周期
は、ブロック５５１（図５ｄ）においてロード繰り返し周波数タイマー／カウンタによっ
て繰り返し周波数値により調整される。
【００６１】
　モードＡ＋Ｂ：図５ｃに示されるように、モードＡ＋Ｂは、モードＡとモードＢとの組
み合わせであり、モードＡはオフタイム領域（時間）５５０において生じ、モードＢはオ
ンタイム領域（時間）５５１、５５２において生じる。このモードは通常、イオン化フィ
ールド電圧は低くしておく必要があるが、対象物距離はプロセスに応じて変化する、中間
距離（200mm～500mm）の対象物において用いられる。オンタイム領域５５１、５５３はブ
ロック５５４において調整される。オフタイム領域５５０は、この領域の幅を決定する（
すなわち、ブロック５５４において設定される）パルスMP_PおよびパルスMP_Nの数によっ
て調整される。正のマイクロパルス幅はブロック５６３によって調整される。負のマイク
ロパルス幅はブロック５６６によって調整される。負のイオン化パルス幅はブロック５６
０によって決定される。負のパルス繰り返し数はブロック５５１によって決定される。図
５ｄは、マイクロコントローラ４００によって実行されるソフトウェアによって実行され
る方法５７４の他の機能を記述する種々のブロック５５０～５７３を示す。図５ｅは、本
発明の一実施形態による、マルチパルス設定可能パラメーターおよび対応する定義、並び
に例示的なパラメーター範囲値を示す表５７５である。図５ｆ、図５ｇ、５ｈも、本発明
の一実施形態による、図５ａ、図５ｂ、５ｃとは異なる設定に基づく３つの異なるモード
におけるマルチパルスを示す。
【００６２】
　全ての３つのモードにおいて、ユーザは、（１）正若しくは負または両方のパルス幅を
変更し、オフタイム領域（MP_P、MP_N）から独立してオンタイム領域（ＴpmaxおよびＴnm
ax）におけるイオン化量を制御することによって、かつ（２）正のオンタイム領域と負の
オンタイム領域との間の時間比を変更することによって、イオンバランスを変更すること
ができる。パルス間の時間（Ｔreprate）は全ての領域において同じであり、イオン化電
力量を制御するために調整可能である。高い電力は、Ｔreprateが小さな場所であり、よ
り頻繁にイオン化パルスを生成し、結果として、より多くのイオン化が生じる。一方、Ｔ
reprateが大きいほど、イオン化パルスが生成される頻度が小さくなり、結果としてイオ
ン化が少なくなる。
【００６３】
　それゆえ、本発明の一実施形態は、イオン化の方法および関連する回路図（装置）を提
供する。この実施形態は、非常に短い両極性マイクロパルスを生成し、通常の大気圧にお
いて通常のエミッターを用いて効率的な両極性空気（または他のガス）イオン化をもたら
す。
【００６４】
　図８に示される実施形態では、高電圧パルス発生器が、種々のイオンエミッター：単一
または一群のワイヤ、鋸刃タイプエミッター、尖端電極（複数の場合もある）を備えた種
々のイオン化セル（構造）に電力を供給することができる。また、イオン化バーは、イオ
ンエミッターに極めて近接して配置されるノズル、小径のオリフィスまたはスロットに接
続される空気流の内部供給源（空気チャネル）を有することができる。それゆえ、図８は
、本発明の一実施形態による、ワイヤエミッターおよび空気支援イオン送達システムを備
える線形バーの概略図を示す。
【００６５】
　本発明の別の実施形態は、主にイオン化バー設計に関する。図６（図６ａ、６ｂ）は、
２つの（ワイヤおよび先端タイプ）エミッター電極Ｅ１およびＥ２を備える二相イオン化
バーとしての本発明の別の実施形態の概略図を示す。２つのエミッターを備えるこの二相
イオナイザーでは、エミッターはいずれも、鋭い尖端電極、ワイヤ若しくは刃の列として
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、または尖端エミッターを備えるノズルの列として構成することができる。線形バー内の
要素の更なる詳細が、上記で引用された米国仮特許出願第61/584,173号に開示されている
。
【００６６】
　高電圧セクションの設計は、MOSFETの場合と同じドライバー回路（上記で論じられた）
を用いるが、MOSFETトランジスタドレイン（Ｍ１およびＭ２）が、一対の高電圧変圧器Ｔ
１、Ｔ２の一次側に逆向きに接続されている。
【００６７】
　制御抵抗器Ｒ１および減衰キャパシターＣ２（図６）が、図３に示される回路設計の場
合と同じ交互極性パルスを生成するように選択される。それゆえ、各パルスは、主に正ま
たは負のピーク振幅を有し、極性が入れ替わる。
【００６８】
　図７において、キャパシターＣ２が、変圧器Ｔ１、Ｔ２の底部系統部分と直列に接続さ
れることによって、イオン化システムが自己バランスモードにおいて動作できるようにな
る。両方のイオンエミッターがグラウンドに対して相対的に浮いており、電荷保存の法則
によれば、出力イオン雲はかなり良好に平衡が保たれることになる。そうでない場合には
、任意の通常の不平衡が、キャパシターＣ２の両端に反対のＤＣ電圧を生成する。上記の
バランスを得るための方法に関する更なる詳細は、共同所有で、同じ譲受人に譲渡された
、Leslie W. Partridgeによる米国特許第5,055,963号において確認することができ、米国
特許第5,055,963号は引用することにより本明細書の一部をなす。
【００６９】
　変圧器Ｔ１、Ｔ２に接続されるイオンエミッターは、正反対の極性を有する電圧のイオ
ン化パルスを有する。この二相イオン化システムの場合の電圧波形６０２が（図６ａ）に
示されており、エミッター（１）Ｅ１およびエミッター（２）Ｅ２を備える簡略化された
バーの断面６０５が（図６ｂ）に示される。
【００７０】
　図６のこの実施形態は、単相イオン化システムに比べて、少なくとも２つの利点を有す
る。多くの場合に、電荷中和の物体は電界に影響されやすく、電界を相殺する効果がある
イオナイザーを有する必要がある。二相イオン化システムは、逆極性の電圧を同時に生成
し、それにより、放射される電界を著しく低減する。
【００７１】
　この特徴は、イオン化バーが帯電した物体に極めて近接して配置されることになる場合
にも重要である。例えば、正のパルス列の持続時間（パルス持続時間、振幅またはパルス
周波数等）の場合のイオン化バーと物体との間の距離に関して、その距離は、１つのエミ
ッターの場合の１サイクル内の負のパルス列の場合より長い場合があり、次の１サイクル
では、逆極性が飽和状態になる場合がある。それはイオン雲の「押す」効果をもたらし、
対象物へのイオンの移動を加速することになる。
【００７２】
　二相イオン化システムは、かさばる基準電極を全く有せず、これらの電極におけるイオ
ン損失を回避するという別の利点を有する。
【００７３】
　さらに、逆相の電圧源は、コロナ放電を生成するために各エミッターにおいて必要とさ
れる電圧振幅を著しく（概ね２分の１に）減少させることができる。それゆえ、これらの
変圧器は同じ設計にすることができるか、または低い一次対二次巻数比を有することがで
きる。互いに近接しているとき、エミッターはエミッター対間の電界を高める傾向がある
ので、低い巻数比を用いることができる。
【００７４】
　図６は、各エミッターが変圧器Ｔ１、Ｔ２の出力に容量性結合される（Ｃ３、Ｃ４）二
相線形イオナイザーの実施形態も示す。両方の変圧器Ｔ１、Ｔ２の二次コイルは接地され
る。これは、容量性結合による自己バランス型イオン化システムの別の変形形態である。
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【００７５】
　図３に示される実施形態と図６に示される実施形態との間の違いは主に、イオンバラン
スオフセットへの反応時間である。キャパシター（Ｃ３、Ｃ４）は、バランスをとるのに
短い移行時間を与えることができる。各エミッターに直列に接続される小さなキャパシタ
ーは、エミッター間の位相シフトを微調整し、エミッターが接触する場合に電流を制限す
るのを助けることができる。
【００７６】
　イオンバランス制御：
　一実施形態では、イオナイザーは、幾つかの異なる変形形態（図７に示される）の自己
バランスシステムを有することができ、ワイヤエミッター（破線７０５によって示される
）が、HVPS出力に容量性結合し、基準電極に接地することができ、浮いている変圧器二次
側のエミッターおよび基準はいずれもHVPSに容量性結合される。
【００７７】
　また、線形イオナイザーは帯電した対象物に極めて近接して配置される外部イオンバラ
ンスセンサー（複数の場合もある）を用いるアクティブイオンバランスシステムを有する
こともできる。この場合、マイクロプロセッサに基づく制御システムおよびバーのHVPSが
主にイオン化マイクロパルスを生成し、対象物の電荷と逆極性のイオンを生成することが
できる。
【００７８】
　ワイヤタイプエミッターを備える線形イオン化バーの概略図が図８に示される。ワイヤ
電極８０１がばね８０２によってバーのシャーシ（またはカートリッジ）に取り付けられ
る。ばね８０２はワイヤ張力を与え、上記で論じられた高電圧電源（図８に示されない）
の出力に接続される。基準電極８０３は、シャーシの両側に取り付けられる２つのステン
レス鋼ストリップとして構成される。高い強度の電界が、ワイヤエミッターを覆うイオン
プラズマシースの形においてコロナ放電を生成する。
【００７９】
　空気口８０４が、エミッターによって生成されたイオンが対象物まで移動するのを助け
る空気流を供給する。それゆえ、イオンは、電界および空気力の組み合わせによって帯電
した対象物まで移動する。その結果、対象物の電荷を中和するための放電時間が短くなる
（数秒の範囲内）。
【００８０】
　本発明は特定の実施形態において説明されてきたが、本発明がそのような実施形態によ
って限定されるように解釈されるべきでないことは理解されたい。むしろ、本発明は添付
の特許請求の範囲に従って解釈されるべきである。
【符号の説明】
【００８１】
　３００　　論理ベース
　３００　　ベース
　３０５　　エミッター電極
　３０５　　エミッター
　３０６　　電源
　３１０　　ガス源
　３１５　　タイマーチップ（Ｕ３）
　３１５　　タイマーデバイス（Ｕ３）
　３１５　　タイマーデバイス
　３１５　　チップ（Ｕ３）
　３１５　　デバイス（Ｕ３）
　３１７　　パルス駆動回路
　３１７　　電源
　３１７　　フライバック出力ドライバー



(15) JP 6567828 B2 2019.8.28

10

20

　３１７　　駆動回路
　３２０　　デュアル遅延論理チップ（Ｕ１）
　３２０　　台形発振器（Ｕ１）
　３２５　　遅延デバイス（Ｕ２）
　３３０　　ＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１）
　３３５　　ＭＯＳＦＥＴ（Ｑ２）
　３４０　　ゲート（Ｕ４）
　３４５　　高電圧出力変圧器
　３４６　　固定キャパシター（Ｃ１）
　３４７　　調整可能抵抗器（Ｒ１）
　３５０　　固定キャパシター（Ｃ２）
　３５２　　調整可能抵抗器（Ｒ３）
　３５４　　可変抵抗器（Ｒ４）
　３５６　　コンパレーター
　３５８　　コンパレーター
　３５９　　コンパレーター
　３６０　　変圧器一次コイル
　３６２　　変圧器二次コイル
　３６３　　一次減衰回路
　３６４　　キャパシター
　３６５　　シャント抵抗器（Ｒｓ）
　３６７　　インダクター（Ｌｓ）
　３６８　　シャント抵抗器（Ｒｐ）
　４００　　マイクロコントローラ
　４０５　　パルスドライバー
　４１０　　スパーク検出器
　４２５　　断線検出器
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【図５Ｅ】 【図５Ｆ】
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